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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第３期

第２四半期
連結累計期間

第４期
第２四半期
連結累計期間

第３期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 （千円） 25,871,350 27,713,714 54,147,438

経常利益 （千円） 1,283,762 1,438,289 2,978,308

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（千円） 937,034 982,231 2,111,656

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 819,330 983,332 1,955,739

純資産額 （千円） 12,791,433 14,322,653 13,927,842

総資産額 （千円） 27,259,833 29,789,236 29,515,619

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 65.28 68.43 147.11

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.9 48.1 47.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 791,192 1,898,833 2,294,373

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 295,677 △79,412 298,533

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △545,524 △588,521 △545,524

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 7,779,523 10,516,459 9,285,559

 

回次
第３期

第２四半期
連結会計期間

第４期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 32.79 35.22

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高につきましては、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や雇用環境の改善により緩やかな回復基調が続く一

方、中国を始めとするアジア新興国での成長鈍化等により先行き不透明な状況が続いております。

医療業界においては、国民医療費の増加に歯止めを掛けるべく、「社会保障・税一体改革」のもと、団塊の世代

が75才以上になる2025年に向けて、入院・外来・在宅等の医療機関の機能分化や急性期・回復期・慢性期等の病床

機能分化による地域完結型の医療体制（地域包括ケアシステム）の構築等、医療制度改革が進められております。

平成28年度の診療報酬改定では、特定保険医療材料の償還価格改定も行われ、当社グループの主力商品であるステ

ントやＰＴＣＡバルーンカテーテル、ペースメーカ等の販売価格が下落しております。

医療機関においては、診療報酬改定や昨年度から実施されている病床機能報告制度、今後発表される地域医療構

想等の制度変更により、経営体制強化のためのさまざまな検討が行われております。そのためコスト意識が更に高

まってきており、納入業者に対する値下げ要請や大学系列病院・グループ系列病院等で商品の集約化や価格の統一

化が進められております。

このような環境のもと、当社グループといたしましては、顧客が持つ課題の解決に向けた付加価値の高い提案を

行うことで、既存顧客の深耕と新規顧客の獲得に努めました。成長分野へ積極的な人員投資を行い、営業活動を一

層強化した事により、特に心臓律動管理関連分野においては、販売数量が大幅に伸長いたしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は27,713,714千円（前年同四半期比7.1％増）、経常利益は

1,438,289千円（同12.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は982,231千円（同4.8％増）となりました。

 

分類別の業績は以下のとおりであります。

 

・虚血性心疾患関連

主力商品である薬剤溶出型ステント（ＤＥＳ）やＰＴＣＡバルーンカテーテル、血管内超音波（ＩＶＵＳ）診断

カテーテルの販売数量が伸長したものの、償還価格改定に伴う販売価格下落の影響により、虚血性心疾患関連の売

上高は10,491,899千円（前年同四半期比5.9％減）となりました。

 

・心臓律動管理関連

既存顧客の深耕と新規顧客の獲得に注力するため、人員の増強を図り営業活動を強化しました。不整脈の治療法

で使用するＥＰアブレーション関連商品の販売数量が伸長したことにより、心臓律動管理関連の売上高は

6,601,715千円（前年同四半期比19.0％増）となりました。

 

・心臓血管外科関連

経カテーテル的大動脈弁留置術（ＴＡＶＩ）関連商品の販売数量が伸長しましたが、ステントグラフト関連商品

の販売数量が伸び悩んだこと等により、心臓血管外科関連の売上高は3,121,005千円（前年同四半期比3.8％減）と

なりました。

 

・末梢血管疾患関連及び脳外科関連

経皮的シャント拡張術で使用するＰＴＡバルーンカテーテルや脳外科関連商品の販売数量が伸長したことによ

り、末梢血管疾患関連及び脳外科関連の売上高は2,352,047千円（前年同四半期比5.4％増）となりました。

 

・大型医療機器関連

医療施設の新築・増改築の情報収集を早期に行い、地域の市場動向に沿った設備投資の提案を行いました。前年

同四半期は消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減があったこともあり、大型医療機器関連の売上高は

2,330,718千円（前年同四半期比85.8％増）と大幅に増加いたしました。

 

EDINET提出書類

ウイン・パートナーズ株式会社(E27210)

四半期報告書

 3/18



・その他

循環器領域以外の診療科に対する営業活動を強化し、顧客医療機関における当社グループの取扱商品の拡大を図

りました。この結果、糖尿病関連商品であるインスリンポンプのレンタルの普及が進んだこと等から、その他の売

上高は2,816,327千円（前年同四半期比15.0％増）となりました。

 

主な分類別の取扱商品は以下のとおりであります。

分類 取扱商品

虚血性心疾患関連

当社グループの主要商品群であり、心筋梗塞や狭心症といった虚血性心疾患

の治療に使用されるカテーテル等の医療機器であります。これらの医療機器

を使用した治療は、患者の身体に対する負担が少ないことから、「低侵襲治

療」と呼ばれております。

＜薬剤溶出型ステント（ＤＥＳ）、ＰＴＣＡバルーンカテーテル、血管内超

音波（ＩＶＵＳ）診断カテーテル等＞

心臓律動管理関連

不整脈の治療に使用される医療機器であります。

＜ペースメーカ、植込型除細動器（ＩＣＤ）、両室ペーシング機能付き植込

型除細動器（ＣＲＴＤ）、電気生理検査用カテーテル、心筋焼灼術用カテー

テル等＞

心臓血管外科関連
心臓疾患を治療するための外科手術の際に使用される医療機器であります。

＜ステントグラフト、生体弁、人工血管、人工心肺等＞

末梢血管疾患関連及び脳外科関連
末梢血管や脳血管の疾患を治療するために使用される医療機器であります。

＜ＰＴＡバルーンカテーテル、末梢血管用ステント、塞栓用コイル等＞

大型医療機器関連

放射線科や手術室等で使用される医療機器であります。

＜Ｘ線血管撮影装置、コンピュータ断層撮影装置（ＣＴ）、磁気共鳴画像診

断装置（ＭＲＩ）、麻酔器等＞

その他

上記以外の医療機器等であります。

＜インスリンポンプ、血圧トランスデューサーセット、血圧モニター用

チューブ等＞

 

（２）財政状態

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

資産は、前連結会計年度末に比べ273,617千円増加し、29,789,236千円となりました。これは、現金及び預金が

1,230,899千円、流動資産のその他が220,322千円それぞれ増加した一方、受取手形及び売掛金が1,196,239千円減

少したこと等によるものであります。

 

（負債）

負債は、前連結会計年度末に比べ121,193千円減少し、15,466,583千円となりました。これは、未払法人税等が

171,937千円、流動負債のその他が252,000千円それぞれ減少した一方、支払手形及び買掛金が302,567千円増加し

たこと等によるものであります。

 

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ394,811千円増加し、14,322,653千円となりました。これは親会社株主に帰

属する四半期純利益により982,231千円増加した一方、前期の配当金の支払により588,521千円減少したこと等によ

るものであります。

 

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、10,516,459千円となりました。

主な要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が1,437,558千円、売上債権の減少が

1,196,239千円、仕入債務の増加が302,567千円あった一方、法人税等の支払が738,561千円あったこと等により

1,898,833千円の収入（前年同四半期は791,192千円の収入）となりました。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が68,370千円あったこと等により79,412

千円の支出（前年同四半期は295,677千円の収入）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期の配当金の支払が588,521千円あったことにより588,521千円の支出

（前年同四半期は545,524千円の支出）となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）

（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,251,655 15,251,655
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 15,251,655 15,251,655 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 　 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 15,251,655  － 550,000 － 150,000
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(有)オフィスＡ 東京都新宿区西落合3-6-15　 2,750,000 18.03

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ　ＬＯＷ

－ＰＲＩＣＥＤ　ＳＴＯＣＫ　ＦＵＮＤ　

（ＰＲＩＮＣＩＰＡＬ　ＡＬＬ　ＳＥＣＴＯ

Ｒ　ＳＵＢＰＯＲＴＦＯＬＩＯ）

（常任代理人(株)三菱東京ＵＦＪ銀行）

２４５ ＳＵＭＭＥＲ ＳＴＲＥＥＴ

ＢＯＳＴＯＮ，　ＭＡ　０２２１

０　Ｕ．Ｓ．Ａ．　

（東京都千代田区丸の内2-7-1）　

1,364,500 8.95

(株)キエマ企画
宮城県仙台市青葉区堤通雨宮町3-

18-904
945,500 6.20

ウイン・パートナーズ(株) 東京都台東区台東4-24-8 897,474 5.88

秋田 裕二 宮城県仙台市青葉区 856,545 5.62

グリーンホスピタルサプライ(株) 大阪府吹田市春日3-20-8 800,000 5.25

秋沢 英海 東京都新宿区 449,700 2.95

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 400,000 2.62

日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信

託口）
東京都中央区晴海1-8-11 384,000 2.52

古川 國久 大阪府吹田市 363,000 2.38

計 － 9,210,719 60.39

　 （注）フィデリティ投信株式会社から、平成25年12月19日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成25年12月

13日現在で1,457,000株を保有している旨の報告を受けております。平成25年12月26日に臨時報告書にて、

エフエムアール エルエルシーが主要株主になった旨を報告しておりますが、当社として当第２四半期会計

期間末時点における実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。　　　　なお、大量保有報告書の内容は下記の通りです。

大量保有者      エフエムアール エルエルシー

住所            米国 02210 マサチューセッツ州ボストン、サマー・ストリート245

保有株券等の数  1,457,000株

株券等保有割合  9.55％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　897,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 14,352,400 143,524 －

単元未満株式 普通株式　　　　1,855 － －

発行済株式総数 15,251,655 － －

総株主の議決権 － 143,524 －

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ウイン・パートナーズ

株式会社

東京都台東区台東

四丁目24番８号
897,400 － 897,400 5.88

計 － 897,400 － 897,400 5.88

 

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,285,559 10,516,459

受取手形及び売掛金 15,137,287 13,941,047

商品 1,475,816 1,543,838

その他 726,052 946,375

貸倒引当金 △148 △40

流動資産合計 26,624,568 26,947,680

固定資産   

有形固定資産 2,272,489 2,219,402

無形固定資産 210,632 182,245

投資その他の資産 407,929 439,907

固定資産合計 2,891,050 2,841,555

資産合計 29,515,619 29,789,236

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,477,263 13,779,830

未払法人税等 604,374 432,436

賞与引当金 249,433 213,073

その他 572,030 320,029

流動負債合計 14,903,100 14,745,370

固定負債   

退職給付に係る負債 684,676 721,212

固定負債合計 684,676 721,212

負債合計 15,587,777 15,466,583

純資産の部   

株主資本   

資本金 550,000 550,000

資本剰余金 2,272,369 2,272,369

利益剰余金 11,665,366 12,059,076

自己株式 △537,872 △537,872

株主資本合計 13,949,862 14,343,572

その他の包括利益累計額   

退職給付に係る調整累計額 △22,020 △20,919

その他の包括利益累計額合計 △22,020 △20,919

純資産合計 13,927,842 14,322,653

負債純資産合計 29,515,619 29,789,236
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 25,871,350 27,713,714

売上原価 22,420,422 24,091,197

売上総利益 3,450,927 3,622,517

販売費及び一般管理費 ※ 2,173,907 ※ 2,186,423

営業利益 1,277,020 1,436,094

営業外収益   

受取利息 261 40

受取配当金 4,607 －

不動産賃貸料 1,029 977

その他 1,329 1,229

営業外収益合計 7,227 2,247

営業外費用   

支払利息 132 6

その他 353 45

営業外費用合計 485 52

経常利益 1,283,762 1,438,289

特別利益   

投資有価証券売却益 169,881 －

保険解約返戻金 93,724 －

特別利益合計 263,605 －

特別損失   

固定資産売却損 6,721 －

退職給付費用 159,796 －

その他 960 730

特別損失合計 167,479 730

税金等調整前四半期純利益 1,379,889 1,437,558

法人税等 442,854 455,327

四半期純利益 937,034 982,231

親会社株主に帰属する四半期純利益 937,034 982,231
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 937,034 982,231

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △117,704 －

退職給付に係る調整額 － 1,101

その他の包括利益合計 △117,704 1,101

四半期包括利益 819,330 983,332

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 819,330 983,332
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,379,889 1,437,558

減価償却費 133,968 119,286

投資有価証券売却損益（△は益） △169,881 －

保険解約返戻金 △93,724 －

固定資産売却損益（△は益） 6,721 －

退職給付費用 159,796 －

売上債権の増減額（△は増加） 730,215 1,196,239

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,685 △65,463

仕入債務の増減額（△は減少） △850,930 302,567

その他 △14,828 △352,807

小計 1,264,541 2,637,382

法人税等の支払額 △478,084 △738,561

その他 4,735 12

営業活動によるキャッシュ・フロー 791,192 1,898,833

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △166,314 △68,370

投資有価証券の売却による収入 299,037 －

保険積立金の解約による収入 106,505 －

固定資産の売却による収入 93,655 －

その他 △37,207 △11,042

投資活動によるキャッシュ・フロー 295,677 △79,412

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △545,460 △588,521

その他 △63 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △545,524 △588,521

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 541,346 1,230,899

現金及び現金同等物の期首残高 7,238,177 9,285,559

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 7,779,523 ※ 10,516,459
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更に伴う当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽

微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日

　　至 平成28年９月30日）

給与手当 935,550千円 970,384千円

賞与引当金繰入額 216,451 213,073

退職給付費用 40,035 44,999

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 7,779,523千円 10,516,459千円

現金及び現金同等物 7,779,523 10,516,459
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 545,460 38 平成27年３月31日平成27年６月26日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、東証一部指定記念配当３円を含んでおります。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当金のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日以後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 588,521 41 平成28年３月31日平成28年６月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当金のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日以後となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、医療機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 65円28銭 68円43銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 937,034 982,231

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
937,034 982,231

普通株式の期中平均株式数（株） 14,354,201 14,354,181

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

株式分割

当社は、平成28年11月７日開催の取締役会において、株式分割を行う旨の決議をしております。当該株式分割

の内容は、次のとおりであります。

 

１．株式分割の目的

投資単位当たりの金額を下げることにより、株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図るため、株式の分割

を行うものです。

 

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

平成28年12月31日（土）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通

株式を、１株につき２株の割合をもって分割いたします。

 

（２）分割により増加する株式数

 株式分割前の発行済株式総数 15,251,655株 （うち自己株式897,474株）

 今回の分割により増加する株式数 15,251,655株  

 株式分割後の発行済株式総数 30,503,310株  

 株式分割後の発行可能株式総数 100,000,000株  

 

３．株式分割の日程

 基準日公告予定日 平成28年12月16日（金）

 基準日 平成28年12月31日（土）

 効力発生日 平成29年１月１日（日）

 

４．１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりであり

ます。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 32円64銭 34円21銭

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月11日

ウイン・パートナーズ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山 本 哲 也

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小 松 博 明

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているウイン・パート

ナーズ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月

１日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ウイン・パートナーズ株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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